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は じ め に

　本ガイドは、主に、地域包括ケアにおける「介護予防活動」に焦点を当て、地域包

括ケアに向けた地域診断および部署間連携の進め方について、事例を交えて解説した

ものです。市町村や都道府県、地域包括支援センターの職員の皆さまに活用していた

だくことを想定しています。本ガイドは平成 26年度から 28年度まで実施された厚生

労働省・日本医療研究開発機構（AMED）「データに基づき地域づくりによる介護予

防対策を推進するための研究」（代表：東京大学・近藤尚己）の研究活動の一部をまと

めたものです。同研究班では、主に公衆衛生の研究者らが、全国の市町村の職員と連

携して、地域包括ケアの推進に向けた地域診断データの作成とその活用法を模索して

きました。また、地域包括ケアの実践に不可欠でありながら敷居の高さがある「部署

間連携」や住民組織の育成に際して、地域診断データがどう役立つのかを検討してき

ました。この活動から見えてきたこと、そして「こうやればできそうだ」とわかって

きたことを本ガイドにまとめました。書かれていることの多くは、十分に科学的な検

証結果に裏付けられたことではない、経験則的なエビデンスが大部分ですが、市町村

の皆様の活動の参考になれば幸いです。

　高齢者への地域包括ケアは、保険者である市町村や、その支援者である都道府県が、

地域の自主性や主体性に基づき、地域の特性に応じて作り上げていくものです。厚生

労働省は、団塊の世代（約 800 万人）が 75歳以上となる「2025 年（平成 37年）を

めどに高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた

地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、地域の包括的

な支援・サービス提供体制（地域包括ケアシステム）の構築を推進」するとしています。

地域包括ケアの推進には、生活圏域ニーズ調査等を活用して「地域のどのようなニー

ズと課題、そして資源があるのか」をできるだけ客観的に明らかにする地域診断を行

うこと、そして地域診断結果を基に、高齢者の生活にかかわる様々な部署や組織との

連携を進め、ともに「まちづくり」に向けたPDCAを回していくことが求められます（次

ページ図 1）。
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○地域資源の発掘

○地域リーダー発掘

○住民互助の発掘

市町村における地域包括ケアシステム構築のプロセス（概念図）

地域の課題の把握と

社会資源の発掘

地域の関係者によ
る対応策の検討

対応策の

決定・実行

地域ケア会議の実施

地域包括支援センター等で
個別事例の検討を通じ地域
のニーズや社会資源を把握

※ 地域包括支援センター
では総合相談も実施。

日常生活圏域ニーズ調査
等

介護保険事業計画の策定のた
め日常生活圏域ニーズ調査を
実施し、地域の実態を把握

医療・介護情報の
「見える化」
（随時）

他市町村との比較検討

ＰＤＣＡサイクル

量
的
・質
的
分
析

■都道府県との連携
（医療・居住等）

■関連計画との調整
・医療計画
・居住安定確保計画

・市町村の関連計画
等

■住民参画
・住民会議
・セミナー
・パブリックコメント

等

■関連施策との調整
・障害、児童、難病施策等

の調整

事
業
化
・施
策
化
協
議

■介護サービス
・地域ニーズに応じた在宅
サービスや施設のバラン
スのとれた基盤整備

・将来の高齢化や利用者数
見通しに基づく必要量

■医療・介護連携
・地域包括支援センターの
体制整備（在宅医療・介
護の連携）

・医療関係団体等との連携

■住まい
・サービス付き高齢者向け
住宅等の整備

・住宅施策と連携した居住
確保

■生活支援／介護予防
・自助（民間活力）、互助
（ボランティア）等によ
る実施

・社会参加の促進による介
護予防

・地域の実情に応じた事業
実施

■人材育成
［都道府県が主体］

・専門職の資質向上
・介護職の処遇改善

■地域課題の共有
・保健、医療、福祉、

地域の関係者等の協
働による個別支援の充実

・地域の共通課題や好
取組の共有

■年間事業計画への反映

具
体
策
の
検
討

社会資源

介護保険事業計画の策定等

地域ケア会議 等

□高齢者のニーズ

□住民・地域の課題

□社会資源の課題
・介護
・医療
・住まい
・予防
・生活支援

□支援者の課題
・専門職の数、資質
・連携、ﾈｯﾄﾜｰｸ

課 題

 地域診断はなぜ必要か

　地域のニーズと課題、資源を把握することは、地域包括ケアの推進にとって、とて

も重要です。そもそも何が課題なのか、どの課題が重要なのか、その課題解決に役立

つどんな資源があるのかを把握するために、地域診断が必要です。

　地域包括ケアの推進には、部署間連携や、住民組織も含めた地域の様々な組織との

連携が求められます。そういった連携を進める際に、地域診断のデータはとても説得

力のある材料になります。地域診断結果をわかりやすくまとめ、関係者同士で共有す

ることで、地域の課題共有が円滑に進みます。また、連携して進めていく事業の目標

設定と評価のための貴重なデータとなります。

　＜地域包括ケアの推進に地域診断が必要な 3 つの理由 1）＞

　◉ 対策にかかわる多様な人材や組織同士の課題共有に必要

　◉ 対策の優先順位づけ（重点対象地区や優先すべき課題の選定）に必要

　◉ 対策のマネジメント：計画の立案と評価（数値目標の設定と達成度管理）に必要

〔厚生労働省ウェブサイト（http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_
koureisha/chiiki-houkatsu/index.html）より〕

図 1. 市町村における地域包括ケアシステム構築のプロセス（概念図）
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 部署間連携はなぜ必要か

　介護や医療の部門だけでは、高齢者の生活全般に踏み込めません。高齢者が住み慣

れたまちで暮らすための地域づくりをするわけですから、町のしくみにかかわる多く

の部署や、地域づくりに貢献できる住民組織や企業、NPO、職能団体等とうまく連携

するほど、成果が上がります。

　反対に、介護や医療の専門部署だけで進めようとすると、様々な壁に阻まれること

となるでしょう。例えば、介護予防において重視されているものに、高齢者の役割や

居場所の創出があります。コミュニティサロンのような高齢者や一般住民の「通いの場」

や、高齢者が活躍する職業やボランティアなどの活動づくりです。これを推進するには、

まず、現在地域のどこにどれだけの活動があり、どこにさらに対象者を広げられるよ

うな「種（たね・シード）」となる活動があるかを把握する必要があります。この把握

をするのに、住民組織や社会福祉協議会、雇用や地域活性化を担当する部署との連携

が必要になるでしょう。また、具体的な活動を進める際のパートナーとして、それら

の組織が必ず関わることになるでしょう。

　地域包括ケアの推進は、誰もが健康な生活を送るための活動、すなわち健康格差対

策としても重要な取り組みです 2）。世界保健機関「健康の社会的決定要因に関する特

別委員会」の最終報告書では、健康格差対策を見据えた今後のヘルスプロモーション

戦略として、以下の 3つを最も基本的な推奨事項としています 3）。すなわち

　１．生活環境の改善

　２．（公正な資源や活動の推進のための）部署間連携のガバナンス体制の構築

　３．健康状態や健康資源の格差の評価と見える化・地域診断

です。本ガイドが取り上げる「地域診断と部署間連携」は、このWHOの推奨事項と

まさに合致していることがわかると思います。本ガイドが、自治体における地域包括

ケアの推進の一助となり、高齢者の健康格差対策の推進にも資することを期待します。

本書の使い方について

　本書は、頭からすべて読んでいただくことを意図したものではございません。辞書やマニュ

アル、ガイドブックのように、目次を見て、必要と思う部分を読んでいただくといいでしょう。

理論的なことや、実際の地域診断の進め方について知りたい場合は１章から３章までを、事例

を読んでみたい方は４章を読むといいでしょう。
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　地域診断とは、様々な情報を収集・分析して、事業のための地域のニーズや資源を

把握することです。「ニーズ」とは、住民にとって（真に）必要なものであり、住民が

求めているものとは必ずしも一致しません。住民の求めているもの（デマンド）だけ

の情報収集に依存してしまうと、声が大きく、訴えの上手な地域やグループへと支援

が偏ってしまう可能性があります。社会的に不利な立場にある人々は一般に必要な支

援を訴えることが苦手で、そのための手段に乏しいことも多いため、できるだけ客観

的な情報を集めることが、公正の観点からも大切です。

　まちづくりに生かせる資源については、公共施設や公民館など、「モノ」としての資

源だけでなく、住民組織や住民同士、組織同士の関係性やその信頼や助け合いの状況

といった「社会関係」についても把握するとよいでしょう。また、地域の成り立ちや

地域同士・グループ同士の関係性（時に対立関係なども）についての知識も役立ちます。

　こういった情報収集には、住民への聞き取り・インタビューが不可欠です。地域で

生活している一般の住民・町のキーパーソン・社会的に不利な状況におかれた住民（独

居者等）への聞き取りも重要な地域診断活動です。とはいえ、住民への聞き取りにつ

いては多くの参考書があり、また既に保健師等地域で保健活動を展開している専門職

の方々にとっては十分備わっている技術と思います。したがって、ここから先は、客

観的な「指標」を使った地域診断について解説します。

　

第 1章

地域診断の基本地域診断の基本
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 地域診断のための分析

　地域診断では、まず指標を計算してから、何かと何かを比較することによって地域

の特徴を分析し、分析結果を分かりやすい図や表に示します。地図によって地域間の

指標を比較した例、折れ線グラフによって年次間を比較した例を示します。

2003

35%

30%

25%

20%

15%
2006 2010 2013

（Ａ町、男性、過去 1年間に 1度でも転んだ経験がある人）

〔介護予防サポートサイト：介護予防ウェブアトラス
（http://www.yobou_bm.umin.jp/）より〕

図 1-2. 転倒者割合の年次推移

図 1-1. 地域別の新規要介護認定者の比率
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　指標とは、地域診断等に活用できる、比率や平均値などによって地域の性質を表す

統計のことをいいます。分子と分母の比率で表すことなどによって、人口規模が異な

る地域間の比較や、また人口が変動した場合の比較も可能となります。比率を計算す

るときには、分母として、アンケートに回答した人数とするか、国勢調査による高齢

者の人口とするか、介護保険被保険者数にするかなど、何にするかを決める必要があ

ります。

　次に、分析方法や、どのような図表にするかを検討します。分析方法としては下表

のような種類があります。分析はシンプルなもので十分です。必要に応じて、追加的

に複雑な分析をした方がよいこともありますが、最初から複雑な分析をしないことが

ポイントです。

　地域診断のための分析方法

　◉ 地域間・グループ間比較 ··· · · · · · 地域間を比較する棒グラフや塗り分け地図など

　◉ 時間比較・経年変化 ···· · · · · · · · · · 年次推移の折れ線グラフや箱ひげ図など

　◉ 人の属性比較 ···· · · · · · · · · · · · · · · · · 性・年齢階級別の折れ線グラフや棒グラフなど

　◉ マトリックス表示 ···· · 地域と指標の表形式として良い数値・悪い数値の色を変える

　◉ 複数の項目で平均と比べた値（偏差値など）···· · ·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·

　　··· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 株価チャートやレーダーチャートなど

 良い指標の判断基準

　アンケート調査を行うと沢山の項目についての結果が集まり、また地域には数々の

統計があります。地域診断をする時には、むやみに膨大な分析をするのではなく、そ

れらの多数の項目の中から、良い指標に絞って分析をすることがコツです。分析は腹

八分目にしましょう。たくさん分析しすぎると、そこで力尽きてしまい、どのような

対策をするかを考えるなどの、次のステップに進む余力がなくなってしまいます。

　良い指標を選ぶ際の判断基準を表にまとめました。これらのすべての視点で満点の

指標はありませんので、これらの視点全体で見渡した上で、重要な領域を概ねカバー

できるように、比較的良い指標を相対的に選んでいくことになります。
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　良い指標の判断基準

　◉ 正確性 ·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 実態を正しく表しているか

　◉ 内容的代表性 ···· · · · · · · · · · · · · 見たい領域全体を表しているか

　◉ 社会的受容姓 ···· · · · · · · · · · · · · 社会が受け入れやすく、人々が理解しやすいか

　◉ 学術的重要性 ···· · · · · · · · · · · · · どのような対策を行えば良いかなどがみえてくるか

　◉ 介入可能性 ···· · · · · · · · · · · · · · · 対策を行った時に良い数字に変化しやすいか

　◉ 入手容易性 ···· · · · · · · · · · · · · · · データの入手が容易か

 人口構成の考慮

　高齢者（または後期高齢者）は一般的に若年者よりも健康指標が悪い人が多いため、

高齢者が多い地域と少ない地域を単純に比較すると、高齢者が多い地域の方が種々の

健康指標が悪くでる傾向があります。そこで、そのような人口構成の違いを考慮した

分析方法が必要になります。

　最も簡単な方法は、例えば 65 ～ 74 歳の前期高齢者に限った分析を行うなどの「限

定」です。ただし、それ以外の年齢層のデータを使わないことになる点が課題です。

次に簡単な方法は、前期高齢者と後期高齢者に分けて分析を行うなどの「層化」です。

ただし、図表の数が増えてしまい、結果を説明しようとすると長くなってしまう点が

課題です。その他に、「年齢調整」があります。人口が大きい地域の分析に向いている

直接法年齢調整と、人口が小さめの地域の分析に向いている間接法年齢調整（標準化

死亡比または標準化該当比（ＳＭＲ）の計算）などがあります。学術研究の場合には、

多変量解析などその他にもいくつかの方法があります。これらの方法から、どの方法

を採用するかを決めます。

 JAGES-HEART 指標

　本ガイドの執筆者らの多くがかかわる日本老年学的評価研究（Japan 

Gerontological Evaluation Study:JAGES）の研究班では、下表に示すように、

地域診断を行う時に、まず分析してみるべきコア指標（中核となる指標）を選定して

います。また、評価指標の 5 要素と 2 側面の概念を下図に示しています。現場での保健・
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インプット
（資源）

11
アウトカム
（効果・成果）

例）要介護認定・
　　死亡など

55

プロセス
計画・配分・
サービス利用（　　　　　　）
22

個人・行動

政策・プログラム

効率（費用対効果）

公正（地域間・社会階層間）

44

環境
33

介護予防活動等の評価においては、まずは、行政等の働きかけの評価として、①資源

の投入量などのインプット、②計画・配分・サービス利用などのプロセスの指標、に

ついての評価を行います。次に、それによって、③地域の環境や、④個人の状況や行

動の指標の変化が期待されますので、その評価を行います。そして、最終的には、要

介護認定率や死亡率などの、⑤効果・成果についてのアウトカムの指標の評価が重要

になります。さらに、これらの指標について、地域間や社会階層間での格差をみるこ

とによって、「公正」の度合いを評価することができます。また、現実にはなかなか難

しいですが、投入した費用と効果の比などをみることによって、費用対効果である効

率を評価することも今後求められます。

　なお、HEART とは、「健康格差の評価と対策ツール」（Health Equity 

Assessment and Response Tool）の略で、世界保健機関（WHO）と共同で開発

を行ったものです 4, 5）。このコア指標は、順次、時代にあったかたちで見直していき

ますが、まずどのような指標について地域診断をするかを検討する際に、ひとつの参

考にしていただけると思います。

図 1-3. 評価指標の 5要素と 2側面
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〔2012 年度版の指標を一部改変して一覧表にまとめた。〕

表 1-1.JAGES-HEARTのコア評価項目とその計算方法

インプット

指　標　名 計算方法 利用するデータ

介護予防事業予算額
（高齢者一人当たり）

介護予防事業予算額
高齢者数

介護予防事業予算額は
自治体へのアンケートによる、
高齢者数は国勢調査による

1.1.

趣味の会参加割合 スポーツの会参加者
回答者

アンケートによる3.3.

プロセス
介護保険料 月額 第一号保険料2.2.

環 境
（中間アウトカム）

閉じこもり高齢者割合 外出頻度が週に 1 回未満の人
回答者

アンケートによる7.7.

スポーツの会に
参加の割合

スポーツの会参加者
回答者

回答者

アンケートによる

アンケートによる

4.4.

1 年間の転倒歴 1 度以上転倒した人
回答者

アンケートによる8.8.

歩行時間 1日平均歩行時間30分未満の人
回答者

アンケートによる9.9.

残歯数 20 本以上の人
回答者

アンケートによる10.10.

生活保護世帯割合 生活保護世帯数
全世帯数

生活保護世帯数は生活保護
被保護実世帯数による、
世帯数は住民基本台帳による

5.5.

主観的健康感
良い者の割合

健康状態が「とてもよい」
または「まあよい」人6.6.

「あなたはご自分がどの程度
幸せだとおもいますか」に
対して連続値で回答する
設問値の平均値

やせの人の割合 BMI 18.5 未満の人
回答者

アンケートによる11.11.

うつ GDS15 項目版で10点以上の人
回答者

回答者

アンケートによる13.13.

助け合っている人の割合

ソーシャルサポートの授受を
している人について誰かを
回答している人 アンケートによる14.14.

幸福度 アンケートによる22.22.

基本チェックリスト
認知症項目該当者割合

該当者
回答者

アンケートによる12.12.個人・行動
（中間アウトカム）

アウトカム
（最終アウトカム）

回答者

アンケートによる

（過去 1 年間の）
健診受診者割合

過去 1年間に健診を受けた人
回答者

アンケートによる16.16.

新規要介護認定者割合 新規要介護認定者
第 1 号被保険者

介護保険事業状況報告
（年報）19.19.

総死因死亡率 SMR
（間接法年齢調整した標準化死亡比） 人口動態統計20.20.

死因別死亡率
（悪性新生物、脳血管疾患）

SMR
（間接法年齢調整した標準化死亡比） 人口動態統計21.21.

要介護認定者割合 要介護認定者
第 1 号被保険者

介護保険事業状況報告
（年報）18.18.

現在喫煙している
人の割合

喫煙者
回答者

アンケートによる17.17.

交流する友人が
いる人の割合

「この 1 か月間、何人の友人・
知人と会いましたか」の設問で
3 人以上と回答した人15.15.

11

22

33

44

55
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 健康格差対策のための指標

「健康格差」とは

　健康日本 21（第 2次）で健康格差の縮小が目標に掲げられているとおり、地域の

健康格差の診断も重要です。健康格差とは、健康状態がある集団間（地域、人種、所

得や学歴、世帯構成、性別など）によって異なることを指します。ただし、単に差が

あることではなく、「放置すべきではないもの」という価値判断が含まれます。「どの

ような格差を問題とするのか」ということに関しては、話し合いが必要なことがあり

ます 1,2,6）。

健康格差の測定方法

　地域間やグループ間の健康格差を見る最も単純な方法は、各地域やグループ間の指

標の差や比をとることです。ただし、以下に示すような、測定を行う際のいくつかの

ポイントを理解しておくと、より妥当な評価ができるでしょう。

　1）どこと比較するか

全体の平均値と比べるべきでしょうか、それとも最も指標が良い地域と比
べるべきでしょうか。

　2）集団間に順序があるか

比べたい集団には順序があるでしょうか（所得・学歴など）、順序はないで
しょうか（地域・人種など）。

　3）集団間の差で評価するのか、比で評価するのか（絶対指標か、相対指標か）

格差の大きさを差で表すか・比で表すかによって、格差の変化の判断が変
わることがあります。

死亡率

前

A

B

差（B－A）

比（B/A）

50

50

2.0

100

30

50

2.7

80

-20

-20

0.6

0.8
集 団

集団間格差

後 差 比

前後の変化
　左の例をみてみましょう。ある自治体

では疾患Xによる死亡率が集団Aで 50、

集団Bで 100 だったとします。そこで

ある対策を行うと、対策後の死亡率は低

下し、集団Aで30、Bで80になりました。

すると集団AとBの死亡率の差は 50と

なり、対策の前後で格差の状況は変わり

ませんが、比をとると 2.7 となり、格差

表 1-2：集団間の死亡率格差の変化の例
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12
10
健
康
指
標

累積人口比率（階層順に並べる）

8
6
4
2
00 20

9～11
年

0～8年
y = β

0
＋β

1
x

13～15年
16 年以上12年

37.4%37.4%

40 60 80 100

24.0%24.0%
27.9%27.9%

9.1%9.1% SII=β1I, RII=SII / 平均値

仮定：階層順位が明確で、指標値が一様に増減する

KM-RII=β0 /(β0 + β1)=β0 /(β0 + SII) 

は拡大した、と判断されます。

　差と比はどちらがよいというものではありませんので、両方とも算出して検討する

ことです。また、グループごとの数値も把握するとよいでしょう。

　これらの観点から分類される、健康格差の測定方法には、たとえば以下のようなも

のがあります。

　なお指標によっては、集団の大きさ ( 人数 ) によって数値が大きく変わるので、注

意が必要です。それを解決する、より洗練された指標として、格差勾配指数 (Slope 

Index of Inequalities: SII) と格差相対指数 (Relative Index of Inequalities：RII)

があります。これらは集団に順序がある場合、その順序に各集団を累積人口比率の大

きさで横軸上に並べ、各集団の値 ( 死亡率など ) を中央にプロットし、回帰直線を引

くことで、差や比とほぼ同様に解釈できます 7）。

特徴など

人数が小さい集団が
ある場合は要注意差、比

分散・標準偏差

群間分散

集中度指数

絶対 or 相対 順 序 精 度
計算の
簡便さ

比　較
可能性

絶対 / 相対 あ り

解釈の
容易さ

ばらつきの一般的指標。
平均値の影響を受ける 絶対 な し

集団の大きさの
違いを加味 絶対 な し

集団の大きさを考慮できる。
平均値の変化の影響を受ける。

格差勾配指数(SII)、
格差相対指数(RII) 絶対 / 相対 あ り

階層順にしたジニ係数 絶対 / 相対 あ り

〔近藤尚己 . 地域診断のための健康格差指標の検討とその活用 . 医療と社会 2013;24(1):47-55. より〕

表 1-3. 健康格差の様々な測定方法とその特徴

図 1-4：格差勾配指数 (SII) と格差相対指数 (RII)

中面0309.indd   15 2017/03/10   0:19



16

　これらは手で計算するのは難しいものも多く、専用ソフトをインストールすること

をお勧めします。( 例：HD*Calc = 米国国立がん研究所が提供している、がん統計

データ解析ソフトの拡張版。http://seer.cancer.gov/hdcalc/ からダウンロード

可 ( 2016 年 11 月現在 )。日本語の解説ファイルが近藤尚己ウェブサイト（http://

plaza.umin.ac.jp/~naoki_kondo/）のコラム欄からダウンロードできます。
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